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1.当四半期決算に関する定性的情報  

 

（1）連結経営成績に関する定性的情報 

 

当第 2四半期連結累計期間の経済環境を概観しますと、米国をはじめとする先進国で

は総じてみると緩やかな回復が続きましたが、中国をはじめとする新興国の景気の弱さ

により、世界経済全体としては弱含みの推移となりました。この間、原油をはじめとす

る商品市況は一旦下落したものの、次第に落ち着いた状況となりました。また、英国の

国民投票において EU 離脱派が過半数を占めたことから、金融市場は一時的に不安定な

動きになりましたが、その後は概ね安定的な動きとなりました。 

米国経済は、堅調な雇用環境を背景とした家計部門の消費の伸びが下支えとなって景

気の回復が続きました。 

欧州経済は、ドイツを中心に緩やかな回復となりました。 

新興国経済は、中国が消費、投資、輸出の弱めの動きにより減速し、ブラジルやロシ

アなどでは内外需ともに勢いを欠いた状態が続いたことなどから、全体として弱い成長

となりました。 

日本経済は、雇用環境の改善が続く一方で消費マインドに足踏みがみられ、弱い回復

にとどまりました。 

 

このような経済環境のなか、当第 2 四半期連結累計期間の経営成績は次の通りとなり

ました。 

 

 

(単位：百万円)
当第2四半期
連結累計期間

前第2四半期
連結累計期間

増  減

売 上 高 5,337,218 6,524,221 △ 1,187,003
売 上 総 利 益 294,772 346,109 △ 51,337
営 業 利 益 45,360 74,592 △ 29,232
持 分 法 に よ る 投 資 損 益 50,787 54,383 △ 3,596

親会社の所有者に帰属する
四 半 期 利 益

80,517 101,218 △ 20,701

収 益 3,453,591 3,875,225 △ 421,634

（注）1 本資料においては、特に記載がない場合、百万円未満を四捨五入して表示しております。 

2 「売上高」及び「営業利益」は、投資家の便宜を考慮し、日本の会計慣行に従った自主的な表

示であり、IFRS で求められている表示ではありません。「売上高」は、取引形態の如何にかかわ

りなく当社及び連結子会社の関与する全ての取引を含んでおります。「営業利益」は、要約四半

期連結包括利益計算書における「売上総利益」及び「販売費及び一般管理費」（貸倒引当金繰入

額を含む）の合計額として表示しております。 
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売上高 

売上高は、石油トレーディング分野等における販売数量の減少及び販売価格下落等

により、前第 2 四半期連結累計期間比 1 兆 1,870 億円（18.2%）減収の 5 兆 3,372 億

円となりました。 

なお、IFRS に基づく「収益」は、前第 2四半期連結累計期間比 4,216 億円（10.9%）

減収の 3兆 4,536 億円となりました。 

 

売上総利益 

売上総利益は、前第 2 四半期連結累計期間比 513 億円（14.8%）減益の 2,948 億円

となりました。オペレーティング・セグメント別には、主に素材、エネルギー・金属

で減益となりました。 

 

営業利益 

営業利益は、円高の影響等により販売費及び一般管理費は減少したものの、売上総

利益の減益により、前第 2 四半期連結累計期間比 292 億円（39.2%）減益の 454 億円

となりました。 

 

持分法による投資損益 

持分法による投資損益は、前第 2四半期 連結累計期間比 36 億円（6.6%）減益の 508

億円となりました。オペレーティング・セグメント別には、主に電力・プラント、エ

ネルギー・金属で減益となりました。 

 

親会社の所有者に帰属する四半期利益 

親会社の所有者に帰属する四半期利益（以下、四半期利益）は、前第 2四半期連結

累計期間比 207 億円（20.5%）減益の 805 億円となりました。この結果、平成 29 年 3

月期の連結業績予想における当連結会計年度の親会社の所有者に帰属する当期利益

1,300 億円に対しての進捗率は、61.9%となりました。 

 

 当第 2 四半期連結累計期間のオペレーティング・セグメント別の業績は次の通りで

す。 

 

・生活産業 

食品関連の連結子会社が持分法適用会社になったことを主因に、売上総利益は前

第 2四半期連結累計期間比 118 億円（8.0%）減益の 1,361 億円となりました。また、

前年同期に計上した情報関連事業における関連会社株式売却益の反動等により、四

半期利益は前第 2四半期連結累計期間比 42 億円（12.2%）減益の 301 億円となりま

した。 
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・素材 

   売上総利益は、Helena Chemical での円高の影響やパルプ市況下落に伴うチップ・

パルプ事業の採算悪化等により、前第 2 四半期連結累計期間比 155 億円（15.0%）

減益の878億円となり、四半期利益は前第2四半期連結累計期間比55億円（25.9%）

減益の 158 億円となりました。 

 

・エネルギー・金属 

   LNG 分野における採算悪化及び石油・ガス開発分野における油ガス価格下落等に

より、売上総利益は前第 2 四半期連結累計期間比 140 億円（94.2%）減益の 9 億円

となりました。前年同期に計上した石油・ガス開発事業における減損損失の反動が

あったものの、チリ銅事業及び鉄鋼製品事業等における持分法による投資損益の減

益並びに法人所得税の悪化等により、四半期利益は前第 2 四半期連結累計期間比

90 億円(-%)悪化の 116 億円（損失）となりました。 

 

・電力・プラント 

   北米貨車リース事業における連結子会社が持分法適用会社になったこと等によ

り、売上総利益は、前第 2 四半期連結累計期間比 23 億円(7.4%)減益の 286 億円と

なりました。一方、四半期利益は、前年同期に計上したウルグアイ LNG 受入ターミ

ナル事業からの撤退に伴う損失計上の反動等により、前第 2四半期連結累計期間比

124 億円(73.9%)増益の 291 億円となりました。 

 

・輸送機 

   円高の影響並びに建設機械関連事業等の減収により、売上総利益は前第 2 四半期

連結累計期間比 70 億円(13.7%)減益の 437 億円となりました。一方、四半期利益

は、北米自動車関連事業売却益等により、前第 2 四半期連結累計期間比 42 億円

(29.6%)増益の 184 億円となりました。 

 

 

(注)1  当連結会計年度より、全ての現地法人についてオペレーティング・セグメント毎に分割して

おります。これに伴い、前第 2四半期連結累計期間のオペレーティング・セグメント情報を

組み替えて表示しております。 

2  セグメント間取引は、通常の市場価格によって行われております。 
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(2）連結財政状態に関する定性的情報 

 

① 資産、負債及び資本の状況 

 （単位:億円） 

 

当第 2四半期 

連結会計期間末 

前連結 

会計年度末 
増  減 

総 資 産 66,622 71,177 △4,554

資 本 合 計 15,305 14,152 1,153

ネ ッ ト 有 利 子 負 債 

ネ ッ ト D / E レ シ オ 

23,461

1.53 倍

27,625

1.95 倍 

△4,164

△0.42 ポイント

（注）1   億円未満を四捨五入しております。 
2   ネット有利子負債は、社債及び借入金（流動・非流動）の合計額から現金及び現金同等物、

定期預金を差し引いて算出しております。 

 

総資産は、現金及び現金同等物は増加したものの、棚卸資産、営業債権及び貸付金並びに持

分法で会計処理される投資の減少を主因に、前連結会計年度末比 4,554 億円減少の 6兆 6,622

億円となりました。ネット有利子負債は、前連結会計年度末比 4,164 億円減少の 2兆 3,461 億

円となりました。資本合計は、円高により在外営業活動体の換算差額は減少したものの、永久

劣後特約付ローンによる資金調達を主因に、前連結会計年度末比 1,153 億円増加の 1兆 5,305

億円となりました。この結果、ネット D/E レシオは 1.53 倍となりました。 

 

② キャッシュ・フローの状況 

当第 2四半期連結会計期間末における「現金及び現金同等物」の期末残高は、前連結会計年

度末比 1,887 億円増加の 7,896 億円となりました。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

海外子会社を中心に営業収入が堅調に推移したことにより、834 億円の収入となりました｡ 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 株式売却収入があった一方で、海外事業における資本的支出等により 646 億円の支出とな

りました｡ 

 

以上により、当第 2四半期連結累計期間のフリーキャッシュ･フローは 188 億円の収入とな

りました。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 社債及び長期借入金等の返済を行った一方、永久劣後特約付ローンによる資金調達を行っ

た結果、1,896 億円の収入となりました。 
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(3) 連結業績予想に関する定性的情報  

平成 29 年 3 月期第 2 四半期連結累計期間における親会社の所有者に帰属する四半期利益

が 805 億円となったことにより、平成 29年 3月期の連結業績予想（1,300 億円）に対しての

進捗率は 61.9%となりました。 

平成 29 年 3 月期の連結業績予想につきましては、平成 28 年 5 月 10 日に公表した連結業

績予想に対し、売上高は、1兆円減収の 11 兆 5,000 億円を見込んでおります。営業利益は、

売上高の減収に伴う売上総利益の減益を主因に、100 億円減益の 900 億円を見込んでおりま

す。税引前利益及び当期利益は、金利収支等の改善が見込まれることから、平成 28 年 5 月

10 日公表通りとし、親会社の所有者に帰属する当期利益についても、平成 28年 5月 10 日に

公表した連結業績予想の 1,300 億円に据え置きました。 

 

(4) 利益配分に関する基本方針及び当期の配当 

 当社は、内部留保を拡充し、強固な財務基盤の構築を実現するとともに、既存事業の強化

と新たな投資戦略の推進により、企業価値の向上を実現いたします。 

 配当につきましては、株主への利益還元をより明確にするため、各期の業績に連動させる

考え方を取り入れており、具体的な配当金額は、連結配当性向 25％以上で決定することを基

本方針としております。 

 平成 29 年 3 月期の年間配当金につきましては、連結業績における親会社の所有者に帰属

する当期利益を 1,300 億円と予想していることから、上記の基本方針に基づき、1 株当たり

19円（なお、中間配当金については 9円 50銭で決議済）とする予定です。 

 

（将来に関する記述等についてのご注意） 

本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

 

2．サマリー情報（その他）に関する事項 

 

 該当事項はありません。 
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3. 要約四半期連結財務諸表

（1）要約四半期連結財政状態計算書 　

（単位：百万円）

科            目
当第2四半期

連結会計期間末
(平成28年9月30日)

前連結会計年度末
(平成28年3月31日) 増減額 科            目

当第2四半期
連結会計期間末

(平成28年9月30日)

前連結会計年度末
(平成28年3月31日) 増減額

789,588 600,840 188,748 833,545 636,536 197,009

2,346 5,032 △ 2,686 1,029,740 1,221,150 △ 191,410

10,075 10,075 0 298,345 351,246 △ 52,901

1,142,281 1,270,284 △ 128,003 17,415 15,473 1,942

182,448 219,652 △ 37,204 37,470 1,873 35,597

638,467 779,581 △ 141,114 278,535 367,938 △ 89,403

67,172 63,308 3,864

174,349 213,808 △ 39,459

流 動 資 産 合 計 3,006,726 3,162,580 △ 155,854 流 動 負 債 合 計 2,495,050 2,594,216 △ 99,166

2,304,481 2,731,789 △ 427,308

13,256 17,658 △ 4,402

68,575 76,697 △ 8,122

82,243 91,918 △ 9,675

94,106 100,617 △ 6,511

74,045 89,589 △ 15,544

非 流 動 負 債 合 計 2,636,706 3,108,268 △ 471,562

5,131,756 5,702,484 △ 570,728

262,686 262,686 －

143,548 141,504 2,044

243,589 － 243,589

△ 1,370 △ 1,369 △ 1

799,064 737,215 61,849

その他の包括利益にて公正価値
測定される金融資産の評価差額

39,146 43,066 △ 3,920

在 外 営 業 活 動 体 の 換 算 差 額 20,061 193,608 △ 173,547

キャッシュ・フロー・ヘッジの
評 価 差 額

△ 66,113 △ 59,658 △ 6,455

確 定 給 付 制 度 に 係 る 再 測 定 － － －

1,440,611 1,317,052 123,559

89,881 98,150 △ 8,269

非 流 動 資 産 合 計 3,655,522 3,955,106 △ 299,584 1,530,492 1,415,202 115,290

6,662,248 7,117,686 △ 455,438 6,662,248 7,117,686 △ 455,438

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 及 び 資 本 の 部 ）

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 現 金 同 等 物 社 債 及 び 借 入 金

そ の 他 の 流 動 資 産

定 期 預 金 営 業 債 務

有 価 証 券 そ の 他 の 金 融 負 債

営 業 債 権 及 び 貸 付 金 未 払 法 人 所 得 税

そ の 他 の 金 融 資 産
売 却 目 的 保 有 資 産 に
直 接 関 連 す る 負 債

棚 卸 資 産 そ の 他 の 流 動 負 債

売 却 目 的 保 有 資 産

非 流 動 資 産 非 流 動 負 債

持分法で会計処理される投資 1,529,221 1,651,350 △ 122,129
社 債 及 び 借 入 金

長 期 営 業 債 務

そ の 他 の 投 資 315,423 348,063 △ 32,640
そ の 他 の 非 流 動 金 融 負 債

退 職 給 付 に 係 る 負 債

長 期 営 業 債 権 及 び
長 期 貸 付 金

138,332 168,733 △ 30,401
繰 延 税 金 負 債

そ の 他 の 非 流 動 負 債

そ の 他 の 非 流 動 金 融 資 産 97,470 91,434 6,036 負 債 合 計

資 本 金

無 形 資 産 307,573 335,273 △ 27,700
資 本 剰 余 金

そ の 他 資 本 性 金 融 商 品

有 形 固 定 資 産 1,127,084 1,201,444 △ 74,360
資 本

繰 延 税 金 資 産 83,058 94,113 △ 11,055
自 己 株 式

利 益 剰 余 金

非 支 配 持 分

資 本 合 計

資 産 合 計 負 債 及 び 資 本 合 計

そ の 他 の 非 流 動 資 産 57,361 64,696 △ 7,335
そ の 他 の 資 本 の 構 成 要 素

親会社の所有者に帰属する持分合計

-7-
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（2）要約四半期連結包括利益計算書

（単位：百万円）
当第2四半期
連結累計期間

前第2四半期
連結累計期間

 （自　平成28年4月1日  （自　平成27年4月1日 増減額 増減率

   至　平成28年9月30日）    至　平成27年9月30日）

3,358,935 3,765,916 △ 406,981 △ 10.8%

94,656 109,309 △ 14,653 △ 13.4%

3,453,591 3,875,225 △ 421,634 △ 10.9%

△ 3,158,819 △ 3,529,116 370,297 △ 10.5%

294,772 346,109 △ 51,337 △ 14.8%

△ 249,412 △ 271,517 22,105 △ 8.1%

　固定資産評価損 － △ 22,836 22,836 △ 100.0%

　固定資産売却損益 2,288 4,717 △ 2,429 △ 51.5%

その他の損益 16,884 △ 3,718 20,602 －

　その他の収益・費用合計 △ 230,240 △ 293,354 63,114 △ 21.5%

7,187 8,046 △ 859 △ 10.7%

△ 15,216 △ 16,754 1,538 △ 9.2%

7,569 10,502 △ 2,933 △ 27.9%

有価証券損益 770 8,460 △ 7,690 △ 90.9%

　金融損益合計 310 10,254 △ 9,944 △ 97.0%

50,787 54,383 △ 3,596 △ 6.6%

115,629 117,392 △ 1,763 △ 1.5%

△ 33,156 △ 13,253 △ 19,903 150.2%

82,473 104,139 △ 21,666 △ 20.8%

四半期利益の帰属：

80,517 101,218 △ 20,701 △ 20.5%

1,956 2,921 △ 965 △ 33.0%

　四半期利益に組み替えられない項目

△ 7,245 △ 12,786 5,541 △ 43.3%

2,953 △ 402 3,355 －

82 △ 1,817 1,899 －

　四半期利益に組み替えられる項目

△ 168,924 △ 37,916 △ 131,008 345.5%

△ 11,517 4,156 △ 15,673 －

△ 14,754 △ 5,392 △ 9,362 173.6%

△ 199,405 △ 54,157 △ 145,248 268.2%

△ 116,932 49,982 △ 166,914 －

△ 111,959 47,826 △ 159,785 －

△ 4,973 2,156 △ 7,129 －

5,337,218 6,524,221 △ 1,187,003 △ 18.2%

　非支配持分

売上高

「売上高」は、取引形態の如何にかかわりなく当社及び連結子会社の関与する全ての取引を含んでおります。投資家の便宜を考慮し、日本の
会計慣行に従った自主的な表示であり、IFRSで求められている表示ではありません。

　　持分法適用会社におけるその他の包括利益増減額

税引後その他の包括利益合計

四半期包括利益合計

四半期包括利益合計の帰属：

　親会社の所有者

　非支配持分

その他の包括利益

　　その他の包括利益にて公正価値測定される金融資産の評価差額

　　確定給付制度に係る再測定

　　持分法適用会社におけるその他の包括利益増減額

　　在外営業活動体の換算差額

　　キャッシュ・フロー・ヘッジの評価差額

　親会社の所有者

受取利息

支払利息

受取配当金

持分法による投資損益 

税引前四半期利益

法人所得税

四半期利益

金融損益

収益

　商品の販売等に係る収益

　サービスに係る手数料等

　　収益合計

商品の販売等に係る原価

売上総利益

その他の収益・費用

販売費及び一般管理費

固定資産損益
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（3）要約四半期連結持分変動計算書
（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 前第２四半期連結累計期間

（自　平成28年4月1日 （自　平成27年4月1日

　 　至　平成28年9月30日） 　 　至　平成27年9月30日）

資本金－普通株式

　期首残高 262,686 262,686

　期末残高 262,686 262,686

資本剰余金

　期首残高 141,504 148,243

　非支配持分との資本取引及びその他 2,044 △ 603

　期末残高 143,548 147,640

その他資本性金融商品

　期首残高  －  －

　その他資本性金融商品の発行 243,589  －

　期末残高 243,589  －

自己株式

　期首残高 △ 1,369 △ 1,361

　自己株式の取得及び売却 △ 1 △ 2

　期末残高 △ 1,370 △ 1,363

利益剰余金

　期首残高 737,215 728,098

　四半期利益（親会社の所有者） 80,517 101,218

　その他の資本の構成要素からの振替 △ 445 5,353

　親会社の株主に対する支払配当 △ 18,223 △ 22,562

　期末残高 799,064 812,107

その他の資本の構成要素

　期首残高 177,016 380,849

　その他の包括利益にて公正価値測定される金融資産の評価差額 △ 7,146 △ 14,813

　在外営業活動体の換算差額  △ 173,547 △ 38,960

　キャッシュ・フロー・ヘッジの評価差額 △ 14,564 510

　確定給付制度に係る再測定 2,781 △ 129

　利益剰余金への振替 445 △ 5,353

  非金融資産等への振替 8,109 △ 9,578

　期末残高 △ 6,906 312,526

親会社の所有者に帰属する持分合計 1,440,611 1,533,596

非支配持分

　期首残高 98,150 160,198

　非支配持分に対する支払配当 △ 2,135 △ 6,113

　非支配持分との資本取引及びその他 △ 1,161 290

　四半期利益（非支配持分） 1,956 2,921

　その他の資本の構成要素

　　その他の包括利益にて公正価値測定される金融資産の評価差額 179 △ 20

　　在外営業活動体の換算差額  △ 7,159 △ 733

　　キャッシュ・フロー・ヘッジの評価差額 75 31

　　確定給付制度に係る再測定 △ 24 △ 43

　期末残高 89,881 156,531

資本合計 1,530,492 1,690,127

四半期包括利益合計の帰属：

　親会社の所有者 △ 111,959 47,826

　非支配持分 △ 4,973 2,156

四半期包括利益合計 △ 116,932 49,982
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（4）要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

当第2四半期 前第2四半期

連結累計期間 連結累計期間

（自　平成28年4月1日 　　 （自　平成27年4月1日 　　 増減額

至　平成28年9月30日） 至　平成27年9月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

　四半期利益 82,473 104,139 △ 21,666

　営業活動によるキャッシュ・フローへの調整

　減価償却費等 57,178 56,829 349

　固定資産損益 △ 2,288 18,119 △ 20,407

　金融損益 △ 310 △ 10,254 9,944

　持分法による投資損益 △ 50,787 △ 54,383 3,596

　法人所得税 33,156 13,253 19,903

　営業債権の増減 48,924 △ 15,973 64,897

　棚卸資産の増減 92,620 133,255 △ 40,635

　営業債務の増減 △ 114,603 △ 65,439 △ 49,164

　その他－純額 △ 85,690 △ 65,590 △ 20,100

　利息の受取額 6,134 8,826 △ 2,692

　利息の支払額 △ 15,412 △ 17,950 2,538

　配当金の受取額 40,888 53,894 △ 13,006

　法人所得税の支払額 △ 8,872 △ 21,685 12,813

営業活動によるキャッシュ・フロー 83,411 137,041 △ 53,630

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の純増減額 2,386 4,247 △ 1,861

有形固定資産の売却による収入 6,135 17,515 △ 11,380

投資不動産の売却による収入 450 365 85

貸付金の回収による収入 9,275 5,368 3,907

子会社の売却による収入（処分した現金及び現金同等物控除後） 653 17,182 △ 16,529

持分法で会計処理される投資及びその他の投資等の売却による収入 64,043 58,471 5,572

有形固定資産の取得による支出 △ 70,584 △ 116,602 46,018

投資不動産の取得による支出 △ 54 △ 189 135

貸付による支出 △ 32,080 △ 37,187 5,107

子会社の取得による支出（取得した現金及び現金同等物控除後） △ 3,529 △ 237 △ 3,292

持分法で会計処理される投資及びその他の投資等の取得による支出 △ 41,279 △ 40,617 △ 662

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 64,584 △ 91,684 27,100

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金等の純増減額 159,830 △ 17,146 176,976

社債及び長期借入金等による調達 35,632 261,572 △ 225,940

社債及び長期借入金等の返済 △ 227,775 △ 182,953 △ 44,822

親会社の株主に対する配当金の支払額 △ 18,223 △ 22,562 4,339

自己株式の取得及び売却 △ 3 △ 2 △ 1

非支配持分からの払込による収入 110 － 110

その他資本性金融商品の発行による収入 243,589 － 243,589

その他 △ 3,572 △ 5,808 2,236

財務活動によるキャッシュ・フロー 189,588 33,101 156,487

為替相場の変動の現金及び現金同等物に与える影響 △ 19,667 △ 5,609 △ 14,058

現金及び現金同等物の純増減額 188,748 72,849 115,899

現金及び現金同等物の期首残高 600,840 469,106 131,734

現金及び現金同等物の四半期末残高 789,588 541,955 247,633
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(5)継続企業の前提に関する注記

(6)セグメント情報
【オペレーティング・セグメント情報】
当第2四半期連結累計期間(平成28年4月1日～平成28年9月30日) （単位：百万円）

2,436,809 1,245,659 1,097,483 195,176
136,103 87,762 860 28,639
34,090 21,593 △ 22,155 1,769
7,112 1,815 1,640 28,777

30,108 15,825 △ 11,594 29,065
1,746,341 884,656 1,580,468 1,148,444

379,790 △ 17,699 5,337,218
43,732 △ 2,324 294,772
8,796 1,267 45,360

11,533 △ 90 50,787
18,403 △ 1,290 80,517

718,827 583,512 6,662,248

前第2四半期連結累計期間(平成27年4月1日～平成27年9月30日) （単位：百万円）

2,752,618 1,414,414 1,573,296 352,348
147,914 103,259 14,836 30,925
37,723 32,092 △ 9,276 △ 1,661
6,475 1,813 4,439 32,121

34,305 21,370 △ 2,616 16,713
1,874,173 1,040,441 1,711,361 1,278,555

443,551 △ 12,006 6,524,221
50,691 △ 1,516 346,109
14,921 793 74,592
9,391 144 54,383

14,195 17,251 101,218
806,412 406,744 7,117,686

（注）１

２

３
４

(7)親会社の所有者に帰属する持分の金額に著しい変動があった場合の注記

  該当事項はありません。

生活産業 素材 エネルギー・金属 電力・プラント

売 上 高

売 上 高
売 上 総 利 益
営 業 利 益 又 は 損 失 （ △ ）
持 分 法 に よ る 投 資 損 益
親会社の所有者に帰属する四半期利益又は損失（△）

セグメントに対応する資産(平成28年9月末)

輸送機 全社及び消去等 連結

売 上 総 利 益

売 上 総 利 益
営 業 利 益 又 は 損 失 （ △ ）
持 分 法 に よ る 投 資 損 益
親会社の所有者に帰属する四半期利益又は損失（△）

セグメントに対応する資産(平成28年9月末)

生活産業 素材 エネルギー・金属 電力・プラント

売 上 高

営 業 利 益 又 は 損 失 （ △ ）

営 業 利 益 又 は 損 失 （ △ ）
持 分 法 に よ る 投 資 損 益
親会社の所有者に帰属する四半期利益又は損失（△）

セグメントに対応する資産(平成28年3月末)

全社及び消去等 連結

売 上 高
売 上 総 利 益

輸送機

持 分 法 に よ る 投 資 損 益
親会社の所有者に帰属する四半期利益又は損失（△）

セグメントに対応する資産(平成28年3月末)

当連結会計年度より、全ての現地法人についてオペレーティング・セグメント毎に分割しております。これに伴
い、前第2四半期連結累計期間のオペレーティング・セグメント情報を組み替えて表示しております。
「売上高」及び「営業利益又は損失（△）」は、投資家の便宜を考慮し、日本の会計慣行に従った自主的な表示
であり、IFRSで求められている表示ではありません。「売上高」は、取引形態の如何にかかわりなく当社及び連
結子会社の関与する全ての取引を含んでおります。「営業利益又は損失（△）」は、要約四半期連結包括利益計
算書における「売上総利益」及び「販売費及び一般管理費」（貸倒引当金繰入額を含む）の合計額として表示し
ております。

セグメント間取引は、通常の市場価格により行われております。
「全社及び消去等」の「親会社の所有者に帰属する四半期利益又は損失（△）」には、特定のオペレーティン
グ・セグメントに配賦されないコーポレートスタッフグループをはじめとした本部経費、セグメント間の内部取
引消去が含まれております。また、「全社及び消去等」の「セグメントに対応する資産」には、全社目的のため
に保有され特定のオペレーティング・セグメントに配賦されない資産、セグメント間の内部取引消去に関する資
産が含まれております。全社目的のための資産は主に、資金調達に関連した現金及び現金同等物、全社目的で保
有しているその他投資、固定資産等により構成されております。

　当社は財務基盤の更なる強化を図るため、平成28年8月16日に、永久劣後特約付ローン（以下、本ローン）に
よる資金調達を行いました。本ローンはIFRS上、資本性金融商品に分類されるため、契約の実行により、「資
本」区分において「その他資本性金融商品」が243,589百万円増加しました。
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